
 

                 （別紙３） 

平成１６年版地質調査共通仕様書 訂正表 

 

項       目 訂 正 内 容 摘     要 

地質・土質調査委託契約関係標準書式 Ｐ４２２ 業務完了報告書  
    上記の書式を削除 

検査要綱による書式を採用する。 

 

 

 

平成１６年版設計業務共通仕様書 訂正表 

 

項       目 訂 正 内 容 摘     要 

第１編 共通編 総則 別紙４のとおり 
※下線が訂正箇所 

 

特に、Ｐ５９主要技術基準及び参考図書の

［２］河川・海岸・砂防・ダム関係に、「河川災

害復旧護岸工法技術指針（案）」を追加 
土木設計等業務委託契約関係標準書式 Ｐ４４９ 指定部分業務完了通知書 

Ｐ４５０ 引渡部分業務完了通知書 
Ｐ４５１ 業務完了通知書  

    上記の書式を削除 

検査要綱による書式を採用する。 

 

 



（別紙４）

現 行 （平成１６年版） 訂 正（下線が訂正箇所） 摘 要

第１章 総則 第１章 総則

第1111条 業務計画書 第1111条 業務計画書
２．業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 ２．業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 ・近年、建設コンサルタント業務等の請負契約
(１) 業務概要 (２) 実施方針 (１) 業務概要 (２) 実施方針 において、落札率の低下傾向が認められること
(３) 業務工程 (４) 業務組織計画 (３) 業務工程 (４) 業務組織計画 及び成績評定要領において、評価項目あるいは
(５) 打合せ計画 (６) 成果品の内容、部数 (５) 打合せ計画 (６) 成果品の品質を確保するための計画 評価の視点として「品質管理能力」が設定され
(７) 使用する主な図書及び基準 (８) 連絡体制（緊急時含む） (７) 成果品の内容、部数 (８) 使用する主な図書及び基準 ていることから、業務計画書に品質管理に関す

使用する主な機器 (10）その他 (９) 連絡体制（緊急時含む） (10）使用する主な機器 る項目を追加した。(９)
（11）その他

なお、受注者は設計図書において照査技術者による照査が定められてい なお、受注者は設計図書において照査技術者による照査が定められてい
る場合は、照査計画について記載するものとする。 る場合は、照査計画について記載するものとする。

第1116条 成果物の提出 第1116条 成果物の提出 ・文言の修正
１．受注者は、設計業務等が完了したときは、設計図書に示す成果品（設 １．受注者は、設計業務等が完了したときは、設計図書に示す成果品（設
計図書で照査技術者による照査が定められた場合は照査報告書を含 計図書で照査技術者による照査が定められた場合は照査報告書を含む。）
む。）を業務報告書とともに提出し、検査を受けるものとする。 を業務完了報告書とともに提出し、検査を受けるものとする。

第1123条 一時中止 第1123条 一時中止 ・「」の位置の修正
１．契約書第19条第１項の規定により、次の各号に該当する場合におい １．契約書第19条第１項の規定により、次の各号に該当する場合において、
て、発注者は、受注者に書面をもって通知し、必要と認める期間、設計 発注者は、受注者に書面をもって通知し、必要と認める期間、設計業務等
業務等の全部又は一部を一時中止させるものとする。 の全部又は一部を一時中止させるものとする。
なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒 なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、
乱、暴動その他自然的又は人為的な事象（以下「天災等という。」） 暴動その他自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。」）による
による設計業務等の中断については、第１１３１条臨機の措置により、 設計業務等の中断については、第１１３１条臨機の措置により、受注者は
受注者は、適切に対応しなければならない。 、適切に対応しなければならない。

第２章 設計業務等一般 第２章 設計業務等一般

第1209条 設計業務の条件 第1209条 設計業務の条件 ・「設計時のＮＥＴＩＳの利用」に関し、共通
１２．受注者は、概略設計又は予備設計における比較案の提案、もしくは、概 仕様書へ新規追加
略設計における比較案を予備設計において評価、検討する場合には、新技
術情報提供システム（NETIS）等を利用し、新技術・新工法を積極的に活
用するための検討を行うものとする。
また、受注者は、詳細設計における工法等の選定においては、新技術情

【 新 規 追 加 】 報提供システム（NETIS）等を利用し、新技術・新工法を積極的に活用す
るための検討を行い、調査職員と協議のうえ、採用する工法等を決定した
後に設計を行うものとする。



現 行（平成１６年版） 訂 正（下線が訂正箇所） 摘 要

主要技術基準及び参考図書 主要技術基準及び参考図書
〔１〕共 通 〔１〕共 通
３ 土木製図基準 土木学会 H10.12 ３ 土木製図基準 土木学会 H15.11 ・発行年月の修正

13 土質試験の方法と解説(第一回改訂版) 地盤工学会 H11.3 13 土質試験の方法と解説(第一回改訂版) 地盤工学会 H12.3 ・発行年月の修正

14 地質調査資料整理要領(案) 日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ H14.7 14 地質調査資料整理要領(案) 日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ H15.7 ・発行年月の修正

16 国土交通省公共測量作業規程 解説と運用(世界測地系対応版) ・追加
日本測量協会 H15.5

(以下番号繰り下げ)

16 国土交通省公共測量作業規程記載要領 日本測量協会 H15.2 17 国土交通省公共測量作業規程記載要領 日本測量協会 － ・作成中(発行日未定)

17 測量成果電子納品要領(案)(基準点測量,地形測量編) 18 測量成果電子納品要領(案)(基準点測量,地形測量編) ・発行年月の修正
国土交通省 H14.7 日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ H15.3

21 現場における電子納品に関する事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)(測量成果編) 22 現場における電子納品に関する事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)(測量編) ・発行年月の修正
国土交通省 H15.1 国土交通省 H15.9

23 現場における電子納品に関する事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)(地質・土質調査 ・追加
編) 国土交通省 H15.1

22 現場における電子納品に関する事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)(土木設計業務 24 現場における電子納品に関する事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)(土木設計業務 ・発行年月の修正
偏) 国土交通省 H14.7 編) 国土交通省 H14.2

23 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(施工偏－耐久性照査型) 25 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(施工編－耐久性照査型)

24 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(舗装偏) 26 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(舗装編)

25 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(ｺﾝｸﾘｰﾄ偏) 27 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(ｺﾝｸﾘｰﾄ編)

26 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(規準偏) 28 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(規準編)

27 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(耐震性能照査偏) 29 2002年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(耐震性能照査編)

28 2001年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(維持管理偏) 30 2001年制定 ｺﾝｸﾘｰﾄ標準示方書(維持管理編)

29 土木設計業務等の電子納品要領(案) 国土交通省 H13.8 31 土木設計業務等の電子納品要領(案) 日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ H13.8 ・編集及び発行所名の修正

30 ＣＡＤ製図基準(案) 国土交通省 H14.7 32 ＣＡＤ製図基準(案) 日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ H15.7 ・編集及び発行所名の修正

33 ＣＡＤ製図基準に関する運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案) 国土交通省 H16.1 ・追加

31 デジタル写真管理情報基準(案) 国土交通省 H14.7 34 デジタル写真管理情報基準(案) 日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ H14.7 ・編集及び発行所名の修正

32 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ柱状図作成要領(案) 日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ H11.5 35 ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ柱状図作成要領(案)解説書 日本建設情報総合ｾﾝﾀｰ H11.5 ・書籍名の修正



現 行（平成１６年版） 訂 正（下線が訂正箇所） 摘 要

〔２〕河川・海岸・砂防・ダム関係 〔２〕河川・海岸・砂防・ダム関係
9 河川管理施設等構造令 日本河川協会 H11.12 9 河川管理施設等構造令 日本河川協会 H12.1 ・発行年月の修正

44 都市河川計画の手引き洪水防御計画編 国土開発技術研究ｾﾝﾀｰ H15.6 44 都市河川計画の手引き(洪水防御計画編) 国土開発技術研究ｾﾝﾀｰ H15.6 ・書籍名の修正

48 土木構造物設計マニュアル(案)－樋門偏－ 国土交通省 H14.7 48 土木構造物設計マニュアル(案)－樋門編－ 全日本建設技術協会 H14.1 ・発行年月の修正

49 床止めの構造設計の手引き 国土開発技術研究ｾﾝﾀｰ H10.11 49 床止めの構造設計手引き 国土開発技術研究ｾﾝﾀｰ H10.12 ・発行年月の修正

72 鋼製砂防構造物設計便覧 砂防・地すべり技術ｾﾝﾀｰ H13.2 72 削 除 (以下番号繰り上げ) ・重複しているため削除

84 河川災害復旧護岸工法技術指針（案） 全国防災協会 H13.5 ・追加

〔３〕道路関係 〔３〕道路関係
3 道路構造令の解説と運用 日本道路協会 S58.2 3 道路構造令の解説と運用 日本道路協会 H16.2 ・発行年月の修正

4 道路技術基準通達集 道路技術研究会 H14.3 4 道路技術基準通達集-規準の変遷と通達- ぎょうせい H14.3 ・書籍名の修正

55 道路橋伸縮装置便覧 日本道路協会 S45.4 55 道路橋伸縮装置便覧 日本道路協会 S45.11 ・発行年月の修正

68 道路トンネル技術基準(構造編)・同解説 日本道路協会 H元.6 68 道路トンネル技術基準(構造編)・同解説 日本道路協会 H15.11 ・発行年月の修正

88 設計要領第一集第２編「舗装」 日本道路公団 H11.7 88 設計要領第一集第２編「舗装」 日本道路公団 H13.9 ・発行年月の修正

106 車両用防護柵標準仕様書・同解説 日本道路協会 H13.7 106 車両用防護柵標準仕様書・同解説 日本道路協会 H13.7 ・書籍名の修正

117 道路橋耐風設計便覧 日本道路協会 H3.7 117 削 除 (以下番号繰り上げ) ・重複しているため削除


